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みとして、2005 年から 2015 年までの 10 年間にわた
り、地球観測の先進国政府が参加する「GEO（ジオ、
Group on Earth Observation）」注 1） の地球観測活動
として、「GEOSS10 年実施計画」が推進されている。

































地球観測タスクフォース（NEOTF）注 2） を 2010






















































　また今回の戦略では SBA は 12 分野が定義さ
れている。地球観測戦略の付録 B には、各 SBA
の簡単な説明に続いて、代表的な課題が列挙さ
れている。12 分野で 188 の課題があげられてお













































































































を、GEOSS の 9 つの公共的利益分野および我が国
の地球観測戦略でまとめられた 15 の分野と対比し
てみた。図表 2 は GEOSS の公共的利益分野に対し
て米国と日本のそれぞれの分野がどのように対応
しているかを示している注 3）。














































サミットでも言及された「GEOSS」の推進―」、 科学技術動向、No.54、2005 年 9 月号
　　http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt054j/0509_03_feature_articles/200509_fa03/200509_fa03.html









䐗⏍∸ኣᵕᛮ㻃 ⏍∸ኣᵕᛮ㻃 䠃䠀 ᆀ⌣Ὼᬦ໩㻃













































3）　地球観測の推進戦略　平成 16 年 12 月 27 日、総合科学技術会議
　　http://www8.cao.go.jp/cstp/output/iken041227_1.pdf
4）　平成 25 年度の我が国における地球観測の実施方針　平成 24 年 7 月 30 日、科学技術・学術審議会
　　研究計画・評価分科会　地球観測部会
　　http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/shiryo/attach/1325008.htm
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